
■ 豊中市は、市政情報を携帯電話に英語でメール

配信するサービスを開始した。

これは、希望者が市の専用アドレスに空メール

を送り登録すると、毎月１回、市広報誌のうちか

ら外国人に必要な情報が英語でメール配信される

もの。

今後は、市政情報だけでなく、集中豪雨時の避

難情報の提供などについても検討していく。

他にも現在、英語、中国語、スペイン語、韓

国・朝鮮語の４カ国語で記載された市政情報チラ

シを配布するとともに、ホームページに掲載して

いる。

市ではこの取組を通じて、外国人への市政情報

発信の更なる充実を図りたい考え。

■ 高石市は、セキュリティ認証システムの認証用

カードに、一般に流通している非接触型ＩＣカー

ドを採用した。

これは、４月から内部情報系システムを再構築

するにあたり導入したもので、一般に流通してい

るカードを利用するため、市独自カードの導入に

比べて、導入経費の大幅な削減が可能となった。

カードとユーザの認識をサーバ内で行うため、

カード内に個人情報等を登録せずに使用すること

ができ、カードを紛失した場合でも、カード情報

をサーバ内から削除するだけで、セキュリティを

保つことができる。

市ではこの取組を通じて、効率的な情報セキュ

リティ対策の推進を図りたい考え。

■ 藤井寺市は、「藤井寺改革・創造チーム」を設置

した。

これは、若手から中堅までの職員１５名で構成さ

れており、市長に直接、政策を提言する機会を設

けるもの。斬新で柔軟な発想を、市政に反映させ

ることで、市民サービスの向上を図る。

教育・福祉、財政健全化、まちづくりの３つの

テーマに別れ、調査検討を行い、政策提言を行う。

市ではこの取組を通じて、市政改革を推進する

とともに、職員育成を図りたい考え。

■ 大阪狭山市は、「地域防犯ステーション」の運営

を開始した。

これは、小学校の余裕教室を校区の住民に開放

し、学校と地域の安全を守る拠点とするもの。

校内に同ステーションを設置することで住民と

学校の情報交換が進むとともに、パトロールの範

囲を校区全域に組み直すことなどが可能となる。

市では、この取組を市内全小学校（７校）に広

げ、地域の防犯活動をさらに推進していきたい考

え。
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● 田原市は、８月からレンタサイクルサービスの本

格実施を開始した。

これは、中学生以上が無料で貸出自転車を利用で

きるもので、自転車はリサイクルしたものを活用し

ている。昨年８月から３ヶ月間、高校生以上を対象

とした社会実験を実施したところ、利用者アンケー

トで好評だったことを受けて本格実施に至った。

市では、温室効果ガス排出量の削減を目標とする

「たはらエコ・ガーデンシティ構想」を掲げて７つ

のプロジェクトを実施しており、その一つとして実

施される。また、健康増進の効果も期待される。

市ではこの取組を通じて、環境負荷の少ない省エ

ネ型のまちづくりを進めたい考え。

● 上田市は、８月２０日から独自にデザインした原

動機付自転車新ナンバープレートの交付を始めた。

２００６年３月に１市２町１村が合併して誕生した

同市では、これまで、旧自治体の標識を付けた原

付バイクが走っていたが、地域の一体感を高める

ため、新しいプレートを製作した。

デザインは、城下町上田のシンボルである上田

城のやぐらの形を採用し、同市が発祥の地である

戦国武将真田氏の旗印である「六文銭」を取り入

れている。プレートの地金には反射素材を使用し、

安全性を高める工夫もしている。新プレートへの

交換は無料。

市ではこの取組を通じて、地域の一体感の醸成

を図りたい考え。

● 西宮市は、「西宮市ごみカレンダー」配信サービ

スを開始した。

これは、市のホームページ上で、町名別にごみ

の月間収集日・年間収集日一覧をカレンダー形式

で示すもの。印刷した場合、Ａ４サイズ１枚に収

まるようサイズを調整しており、利便性の向上を

図っている。

パソコンのない市民も閲覧できるよう、携帯電

話版のごみカレンダーも掲示している。

市ではこの取組を通じて、ゴミ分別の徹底とゴ

ミの減量化につなげたい考え。

● 西都市は、「さいと農業体験ふれあいツアー」を

開催した。

これは、市内外を問わず独身女性を対象とした

もので、１０日間の滞在中に、未婚の農業青年が講

師として農作業研修を行う。

参加費は無料で、１日６～８時間の農作業を行

い、作業に対する報酬として日当が支給されるほ

か、宿泊費は市が負担する。

市ではこの取組を通じて、結婚や定住のきっか

けづくりにつなげたい考え。
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